
三笠市地域と調和した太陽光発電施設の適正な設置及び 

管理等条例施行規則（素案） 

 

（趣旨) 

第 1 条　この規則は、三笠市地域と調和した太陽光発電施設の適正な設置及び管理等条例

(令和　年条例第　　号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定める。 

 

（事業者の遵守事項等） 

第 2条　条例第 4条の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(1)　関係法令を遵守すること。 

(2)　排水施設その他土砂等の流出及び崩壊を防止する対策を講じること。 

(3)　太陽光の反射、騒音等により、周辺関係者の健康や生活環境を損なわないよう、設備

の配置、敷地境界からの後退、植栽による遮蔽、緩衝帯の設置等の対策を講じること。 

(4)　外部から太陽光発電施設に触れることができない距離を確保した上で、事業関係者以

外の者が事業区域に容易に立ち入ることができないよう柵塀等を設け、事故防止対策を講

じること。 

(5)　自然環境及び景観を損なわないよう努め、既存樹木の保全や植栽等により通行者、車

両等から太陽光発電施設が直接見えない対策を講ずるなど、周辺環境との調和に配慮する

こと。 

(6)　太陽光発電施設の設置工事の完了後は、事故等の発生を防止し、並びに生活環境及び

自然環境を損なうことがないよう、適切に保守点検及び維持管理を実施するとともに、事

業区域の清掃、除草、植栽のせん定等の環境整備を行い、かつ、除草剤、殺虫剤等の薬剤

を使用する場合は、周辺へ影響を与えないよう十分配慮すること。 

(7)　大雨、洪水、暴風、豪雪、落雷、地震等による設備の破損や周辺地域への被害が発生

するおそれがあるときは、事前点検等により設備の破損や周辺地域への被害の発生を防止

することに努め、設備の異常又は破損等により周辺地域への被害が発生するおそれがある

ときは、速やかに周辺地域への周知と安全を確保する措置を講じること。 

(8)　太陽光発電事業に起因して発生した苦情等に対しては、迅速かつ誠実に対応すること。 

(9)　太陽光発電事業を承継する場合は、維持管理、廃止等において必要となる措置を、責

任をもって承継すること。 

(10) 太陽光発電施設を廃止したときは、関係法令を遵守し、事業者の責任において、可能

な限り速やかに施設の解体、撤去、廃棄その他適切な措置を講じ、施設を設置する際に立

木を伐採している場合は、植林の実施等により自然環境の回復に努めること。 

(11) その他周辺地域との調和を図り、周辺関係者と良好な関係を保つこと。 



 

（事前協議) 

第 3 条　条例第 9条第 1項の規定による事前協議は、事前協議書（別記第 1 号様式）により

行うものとする。 

 

（同意の手続き） 

第 4 条　条例第 10 条第 1 項に規定する者から同意を得るときは、個人にあっては署名によ

り、法人等団体にあっては署名又は押印により同意を得なければならない。 

 

（周辺関係者への説明） 

第5条　事業者は、条例第11条第1項に規定する周辺関係者への説明会等を開催する日の14

日前までに、次に掲げる方法により、当該説明会等の日時及び場所を周知しなければなら

ない。 

(1)　周辺関係者への通知 

(2)　事業区域における掲示 

(3)　周辺関係者への文書等の配布若しくは回覧又はインターネットでの公開 

(4)　前号に掲げるもののほか、市長が適当と認めた方法 

2　説明会等においては、次に掲げる事項を説明しなければならない。 

(1)　事業者に関する事項 

(2)　設置する太陽光発電施設に関する事項 

(3)　関係法令に関する事項 

(4)　設置工事に関する事項及び設置工事の際に配慮する事項 

(5)　周辺関係者との良好な関係の構築及び維持の際に講ずる事項 

(6)　事業区域並びに近隣地域の生活環境の確保及び良好な自然環境の保全に関する事項 

(7)　太陽光発電施設の維持管理及び安全性（緊急時の対応を含む。）に関する事項 

(8)　太陽光発電施設の廃止及び撤去に関する事項 

(9)　個人情報の適正な取扱いに関する事項 

(10) 同意に関する事項 

(11) 前各号に掲げるもののほか、周辺関係者から求めがあった事項 

3　事業者は、説明会等の開催後、14 日以上の期間を設けて当該説明会等に参加した周辺関

係者からの質問等を受け付けた上で、当該質問等に対して書面をもって回答しなければな

らない。この場合においては、第 1項の規定を準用する。 

4　条例第 11 条第 4項に規定する報告は、前項に規定する回答をした日の翌日から起算して

14日以内に周辺関係者説明結果報告書（別記第 2号様式）に次に掲げる書類を添付して行



うものとする。 

(1)　説明会等に参加した参加者名簿 

(2)　説明会等の議事録 

(3)　説明会等に用いた資料 

(4)　前 3号に掲げるもののほか、市長が必要と認めたもの。 

 

（実施の協議） 

第 6 条　条例第 12 条第 1 項に規定する実施の協議は、実施事業協議書（別記第 3 号様式）

に、事業計画書（別記第 4号様式）及び同意書（別記第 5号様式）を添えて行うものとす

る。 

2　条例第 12 条第 2項に規定する協議は、実施事業変更協議書（別記第 6 号様式）に、前項

の規定により提出した書類のうち変更に係る書類及び同意書（別記第 5 号様式）を添えて

行うものとする。 

 

（協議終了の通知） 

第 7条　条例第13条に規定する通知は、実施事業協議終了通知書（別記第7号様式）により

行うものとする。 

 

（太陽光発電事業の許可申請） 

第 8条　事業者は、条例第14条第1項の規定による申請を行うときは、太陽光発電事業許可

申請書（別記第 8号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1)　事業区域内の土地に係る土地所有者等一覧表 

(2)　事業区域内の土地に係る登記事項証明書 

(3)　事業区域内の土地に係る公図の写し 

(4)　事業区域の位置図 

(5)　事業区域の区域図 

(6)　土地利用計画平面図 

(7)　現況図 

(8)　現況写真 

(9)　土地求積図 

(10) 太陽光発電施設の構造図 

(11) 設置工事工程表 

(12) 事業者及び工事施工者の登記事項証明書（法人の場合に限る。） 

(13) 周辺関係者の説明会等に係る報告書 



(14) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

2　市長は、条例第 14 条第 1 項の許可をしたとき又はしないときは、太陽光発電事業許可

（不許可）通知書（別記第 9号様式）により、その旨を事業者に通知するものとする。 

3　条例第 14条第 2項第 16号の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

(1)　条例第 14 条第 1項の規定による申請を行う事業者が、当該申請に係る太陽光発電事業

により設置する太陽光発電施設において、自ら発電に係る太陽光発電事業を実施しない場

合は、当該事業を行う者の氏名及び住所 

(2)　発電に係る太陽光発電事業により発電した電力の用途 

4　条例第 14 条第 3項の規定により公表する内容は、同条第 1項の規定による申請の受理年

月日並びに同条第 2項第 1号、第 2号及び第 8号に掲げる事項とする。 

 

（許可の基準） 

第 9条　条例第 15 条第 1項第 3号の規則で定める基準は、次のとおりとする。 

(1)　事業区域の近隣に建築物、公園、道路等（以下「建築物等」という。）がある場合は、

太陽光発電施設により反射される太陽光が当該建築物等の利用に支障を及ぼさないよう措

置が講じられていること。 

(2)　工事に伴う騒音及び振動を防止するための措置が講じられていること。 

(3)　事業区域の近隣に家屋がある場合は、太陽光発電施設から生じる低周波音を防止する

ための措置が講じられていること。 

(4)　太陽光発電施設を適切に運用するための保守点検並びに太陽光発電施設及びその事業

区域の維持管理に係る必要な手法及び体制が整えられていること。 

(5)　太陽光発電施設の廃止後における当該太陽光発電施設の解体並びに撤去及びこれに伴

い発生する廃棄物の処理に係る必要な手法及び体制が整えられていること。 

(6)　再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成 23 年法律第 108 号）

第 15 条の 12 第 2 項に規定する解体等積立金の積立てを行わない場合は、同項に規定する

解体等積立金に準じた額及び期間により、条例第 14 条第 2項第 15 号に規定する積立てを

行う計画が定められていること。 

(7)　設置工事を実施する時間、期間等が、周辺関係者の生活環境へ与える影響が最小限と

なるものであること。 

(8)　太陽光発電施設が、電気設備に関する技術基準を定める省令（平成 9 年通商産業省令

第 52号）に適合していること。 

2　条例第 15条第 1項第 4号の規則で定める基準は、次のとおりとする。 

(1)　事業区域に接する道路の幅員が 4 メートル未満の場合は、当該道路の中心から 2 メー

トル以上の敷地を確保していること。 



(2)　車両の通行に支障を及ぼさないよう措置が講じられていること。 

(3)　大型車両の通行等による既存道水路の破損等を防止する措置が講じられていること。 

3　条例第 15条第 1項第 5号の規則で定める基準は、次のとおりとする。 

(1)　事業区域の規模及び地形、太陽光発電施設に係る設備機器の種類、周辺の状況、降水

量等を勘案し、雨水を有効かつ適切に処理できるよう計画されたものであること。 

(2)　事業区域内の雨水の全量を、当該事業区域内において浸透処理すること。ただし、や

むを得ないと認められる場合であって、水路管理者、権利者、利用関係者等の同意が得ら

れたときにあっては、既設の水路へ接続できるものであること。 

(3)　1ヘクタール以上の事業区域において雨水流出の変化が予想される場合においては、防

災調整池その他の流出抑制措置が講じられていること。 

4　条例第 15 条第 1項第 6号の規則で定める基準は、事業区域内において実施しようとする

樹木の伐採その他の植生に影響を与える行為が、太陽光発電事業を実施する上で必要最小

限であると認められることとする。 

 

（変更の許可等） 

第 10 条　事業者は、条例第 16 条第 1 項に規定する申請を行うときは、太陽光発電事業変更

許可申請書（別記第 10 号様式）に事業計画の変更内容が確認できる書類その他市長が必

要と認める書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

2　市長は、条例第 16 条第 1項の許可をしたとき又はしないときは、太陽光発電事業変更許

可（不許可）通知書（別記第 11 号様式）により、その旨を事業者に通知するものとする。 

3　条例第16条第3項の規定による届出は、事業計画変更届（別記第12号様式）によるもの

とし、市長は当該届出が次条第2項第1号に係るものであるときは、第18条に規定する方

法により、その内容を公表するものとする。 

 

（届出を要しない軽微な変更） 

第 11 条　条例第 12 条第 2項ただし書の規則に定める軽微な変更は、次のとおりとする。 

(1)　設置工事の着手予定日又は完了予定日を当該予定日とされた日後にする着手予定日又

は完了予定日の変更 

(2)　太陽電池モジュールに係るものを除く工作物の構造耐力上主要な部分以外の部分の材

料又は構造の変更 

2　条例第 16条第 1項ただし書の規則で定める軽微な変更は、次のとおりとする。 

(1)　条例第 14 条第 2項第 1号に掲げる事項の変更 

(2)　事業計画が条例第 15 条第 1項各号のいずれにも該当するものであるか否かの審査に影

響を与えるものでないことが明らかである当該事業計画の変更その他市長が事業計画の内



容を再度審査する必要がないと認めるもの 

 

（標識） 

第 12 条　条例第 17 条の標識には、次に掲げる期間の区分に応じ、当該各号に掲げる事項を

掲示しなければならない。 

(1)　設置工事に着手するときから設置工事が完了するまでの期間　次に掲げる事項 

　ア　太陽光発電事業を実施している旨 

　イ　事業区域の所在地及び面積 

　ウ　設置する太陽光発電施設の発電出力 

　エ　太陽光発電事業を実施する者の氏名及び住所並びに連絡先 

　オ　工事施工者の氏名及び住所並びに連絡先 

　カ　設置工事の完了予定年月日 

(2)　設置工事の完了後から太陽光発電施設を廃止するまでの間　次に掲げる事項 

　ア　太陽光発電施設である旨 

　イ　太陽光発電施設の名称及び所在地 

　ウ　太陽光発電施設の発電出力 

　エ　発電に係る太陽光発電事業を実施する者の氏名及び住所並びに連絡先 

　オ　保守点検責任者の氏名及び住所並びに連絡先 

　カ　太陽光発電施設の運転開始年月日 

 

（工事着手等の届出） 

第 13条　条例第18条に規定する届出は設置工事に着手しようとする日の10日前までに、条

例第 19 条に規定する届出は設置工事が完了した日から 14 日以内に、工事（着手・中止・

再開・完了）届出書（別記第 13号様式）により行うものとする。 

 

（協議終了の通知等の取消し) 

第 14 条　条例第 20 条に規定する取消しは、協議終了の通知等の取消し（別記第 14 号様式）

により行うものとする。 

 

（事故等の報告） 

第 15 条　条例第 21 条第 2項に規定する報告は、事故等発生後速やかに、事故等報告書（別

記第 15 号様式）により行わなければならない。 

 

（廃止の届出等) 



第16条　条例第22条第 1項に規定する届出は、施設廃止届出書（別記第16号様式）により

行うものとする。 

2　太陽光発電施設を廃止しようとするときは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和

45 年法律第 137 号）、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年法律第

137 号）、環境省が示す太陽光発電施設の再資源のリサイクル等の推進に向けたガイドラ

イン、その他関係法令に基づき、速やかに太陽光発電施設の解体、撤去及び廃棄の適正な

措置を講じなければならない。 

3　条例第22条第3項に規定する届出は、施設廃止完了届出書（別記第17号様式）により行

うものとする。 

 

（立入調査） 

第 17 条　条例第 24 条第 2 項に規定する身分を示す証明書は、身分証明書（別記第 18 号様

式）によるものとする。 

 

（公表の方法） 

第 18 条　条例第 14 条第 3項、第 15 条第 4項（条例第 16 条第 2項においてこれらの規定を

準用する場合を含む。）及び条例第 26 条第 1 項の規定による公表は、市のホームページ

への掲載その他市長が適当と認める方法により行うものとする。 

 

（地位の承継に係る届出） 

第 19条　条例第28条第 1項の規定による届出は、承継した日から起算して10日以内に、地

位承継届（別記第 19 号様式）により行わなければならない。 

 

（補則） 

第 20 条　この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

 

 

附　則 

　この規則は、令和　年　月　日から施行する。


